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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁性液体と第１トナー粒子とを含む第１液体現像剤と、絶縁性液体と第２トナー粒子
とを含む第２液体現像剤と、を含む液体現像剤セットにおいて、
　前記第１トナー粒子は、カーボンブラックと第１樹脂とを含み、
　前記第２トナー粒子は、カーボンブラックを含まず、カーボンブラック以外の着色剤と
第２樹脂とを含み、
　前記第１樹脂および前記第２樹脂は、それぞれ、炭素数８～３０の炭化水素基である炭
化水素長鎖を含み、
　前記第１トナー粒子中に占める前記炭化水素長鎖の質量比は、前記第２トナー粒子中に
占める前記炭化水素長鎖の質量比より大きく、
　前記第１樹脂は、第１コア樹脂と第１シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造を有
し、
　前記第１コア樹脂は、前記カーボンブラックを含み、
　前記第１シェル樹脂は、前記炭化水素長鎖を含み、
　前記第１コア樹脂の質量をＣ１とし、前記第１シェル樹脂の質量をＳ１とする場合、比
Ｃ１：Ｓ１は、９９：１～３０：７０の範囲にあり、
　前記第２樹脂は、第２コア樹脂と第２シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造を有
し、
　前記第２コア樹脂は、前記カーボンブラック以外の着色剤を含み、
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　前記第２シェル樹脂は、前記炭化水素長鎖を含み、
　前記第２コア樹脂の質量をＣ２とし、前記第２シェル樹脂の質量をＳ２とする場合、比
Ｃ２：Ｓ２は、９９：１～３０：７０の範囲にある、液体現像剤セット。
【請求項２】
　前記第１樹脂および前記第２樹脂は、それぞれ、ビニル樹脂を含み、
　前記炭化水素長鎖は、前記ビニル樹脂の側鎖中に存在する、請求項１に記載の液体現像
剤セット。
【請求項３】
　前記第１シェル樹脂中に占める前記炭化水素長鎖の質量比は、前記第２シェル樹脂中に
占める前記炭化水素長鎖の質量比より大きい、請求項１または２に記載の液体現像剤セッ
ト。
【請求項４】
　前記液体現像剤セットは、１種または２種以上の前記第２液体現像剤を含む、請求項１
～３のいずれかに記載の液体現像剤セット。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体現像剤セットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液体現像剤（湿式現像剤ともいう）は、乾式現像剤に比べ、トナー粒子を２μｍ以下と
いう小粒径のものにすることが可能である。このため、液体現像剤は、乾式現像剤に比し
、記録媒体上の付着量を大幅に低減することができるが、低付着量でも所望の画像濃度を
得るためにトナー粒子中の着色剤の含有量は乾式現像剤中の含有量よりも高くなる。
【０００３】
　また、液体現像剤がブラック色の場合、高画質化の要求から高濃度のブラック画像を得
るために他の色の液体現像剤に比し着色剤の含有量を高める必要があり、トナー粒子中の
着色剤の含有量はより高くなる傾向にある。このようなブラック色用の着色剤としては、
一般にカーボンブラックが用いられている。
【０００４】
　なお、このような液体現像剤に含まれるトナー粒子は、モノマーを種々の方法で重合し
ながら造粒する造粒法や、一旦重合体を得た後にこれを粉砕することにより微粒化する粉
砕法により製造される。これらのうち、造粒法には、たとえば樹脂をコア／シェル型の構
造とするもの等が知られている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－０９６９９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　液体現像剤のトナー粒子に含まれる樹脂をコア／シェル型の構造として造粒法で得る場
合、着色剤の含有量を高くすると、着色剤のフィラー効果により造粒後のトナー粒子の形
状が歪になりやすい。恐らく着色剤がトナー粒子の造粒性を阻害したり、粉砕時の粉砕の
起点となるためであると推測される。そして、本発明者の研究によれば、トナー粒子の形
状が歪になると、液体現像剤の粘度が上昇する傾向を示すことが判明した。
【０００７】
　すなわち、液体現像剤の粘度は、トナー粒子を分散させる絶縁性液体（キャリア液とも
いう）の種類およびトナー粒子の含有量が同じ場合には、トナー粒子の粒径分布およびト
ナー粒子の形状に密接に関係し、とりわけトナー粒子の形状は液体現像剤の粘度に大きく
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影響し、トナー粒子の形状が歪になると、液体現像剤の粘度は高くなる。
【０００８】
　上述の通り、ブラック色用の液体現像剤は、着色剤の含有量が他の色の液体現像剤より
も高いため、着色剤のフィラー効果によりトナー粒子の形状が歪になりやすく、以ってブ
ラック色用の液体現像剤の粘度は他の色の液体現像剤の粘度よりも高くなる。このため、
画像形成装置においてブラック色用の液体現像剤と他の色用の液体現像剤とをセットで用
いる場合、それぞれの粘度の差に基づいて、感光体等の各種ローラーの表面における液体
現像剤による薄層の形成状態や搬送状態に差異が生じるという問題があり、それにより所
望の画像が得られない場合があった。
【０００９】
　一方、液体現像剤のトナー粒子を粉砕法で得る場合においても、造粒法で得る場合と同
様に、着色剤の含有量を高くするとフィラー効果が発現し、微粒化後のトナー粒子の形状
が歪になることが分かった。したがって、このように粉砕法によりトナー粒子を製造する
場合においても、着色剤の含有量が高くなるブラック色用の液体現像剤において粘度が高
くなるとういう問題があった。
【００１０】
　本発明は、上記のような問題に鑑みなされたものであって、その目的とするところは、
ブラック色用の液体現像剤と他の色用の液体現像剤との間で粘度の差異を低減させること
により、画像形成装置においてこのように複数の液体現像剤をセットで用いても不都合が
生じることがない液体現像剤セットを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　すなわち、本発明の液体現像剤セットは、絶縁性液体と第１トナー粒子とを含む第１液
体現像剤と、絶縁性液体と第２トナー粒子とを含む第２液体現像剤と、を含み、該第１ト
ナー粒子は、カーボンブラックと第１樹脂とを含み、該第２トナー粒子は、カーボンブラ
ックを含まず、カーボンブラック以外の着色剤と第２樹脂とを含み、該第１樹脂および該
第２樹脂は、それぞれ、炭素数８～３０の炭化水素基である炭化水素長鎖を含み、該第１
トナー粒子中に占める該炭化水素長鎖の質量比は、該第２トナー粒子中に占める該炭化水
素長鎖の質量比より大きいことを特徴とする。
【００１２】
　ここで、該第１樹脂および該第２樹脂は、それぞれ、ビニル樹脂を含み、該炭化水素長
鎖は、該ビニル樹脂の側鎖中に存在することが好ましい。
【００１３】
　また、該第１樹脂は、第１コア樹脂と第１シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造
を有し、該第１コア樹脂は、該カーボンブラックを含み、該第１シェル樹脂は、該炭化水
素長鎖を含み、該第１コア樹脂の質量をＣ１とし、該第１シェル樹脂の質量をＳ１とする
場合、比Ｃ１：Ｓ１は、９９：１～３０：７０の範囲にあり、該第２樹脂は、第２コア樹
脂と第２シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造を有し、該第２コア樹脂は、該カー
ボンブラック以外の着色剤を含み、該第２シェル樹脂は、該炭化水素長鎖を含み、該第２
コア樹脂の質量をＣ２とし、該第２シェル樹脂の質量をＳ２とする場合、比Ｃ２：Ｓ２は
、９９：１～３０：７０の範囲にあることが好ましい。
【００１４】
　また、該第１シェル樹脂中に占める該炭化水素長鎖の質量比は、該第２シェル樹脂中に
占める該炭化水素長鎖の質量比より大きいことが好ましく、該液体現像剤セットは、１種
または２種以上の該第２液体現像剤を含むことが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の液体現像剤セットは、上記の構成を有することにより、カーボンブラックを含
む液体現像剤とカーボンブラックを含まない液体現像剤との間で粘度の差異を低減させる
ことにより、画像形成装置においてこのように複数の液体現像剤をセットで用いても不都
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合が生じることがない液体現像剤セットを提供することにある。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】画像形成装置の概略概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明に係わる実施の形態について、さらに詳細に説明する。
　＜液体現像剤セット＞
　本実施の形態の液体現像剤セットは、絶縁性液体と第１トナー粒子とを含む第１液体現
像剤と、絶縁性液体と第２トナー粒子とを含む第２液体現像剤と、を含み、該第１トナー
粒子は、カーボンブラックと第１樹脂とを含み、該第２トナー粒子は、カーボンブラック
を含まず、カーボンブラック以外の着色剤と第２樹脂とを含み、該第１樹脂および該第２
樹脂は、それぞれ、炭素数８～３０の炭化水素基である炭化水素長鎖を含み、該第１トナ
ー粒子中に占める該炭化水素長鎖の質量比は、該第２トナー粒子中に占める該炭化水素長
鎖の質量比より大きいことを特徴とする。
【００１８】
　ここで、炭化水素長鎖とは、炭素数８～３０の炭化水素基である。該炭化水素基として
は、直鎖状のもの（たとえばオクチル基）であってもよいし、分岐状（分枝状ともいうが
本願では分岐および分枝をまとめて「分岐」と表現する場合があるものとする）のもの（
たとえばイソオクチル基）であってもよく、また、一部または全部が環化していてもよい
。また、該炭化水素基は、炭素－炭素結合を主鎖とし炭素と水素とにより構成される限り
、水素の一部が他の置換基（たとえばハロゲン）によって置換されていてもよく、このよ
うな構成を有する限り、１価（たとえばアルキル基）または２価以上（たとえばアルキレ
ン基）の価数を有することができる（なお、炭素および水素以外の元素を含む場合はその
他の元素の質量は含まないものとする）。また、該炭化水素基は、炭素および水素以外の
他の元素と結合することにより、化学命名法的に他の名称で呼ばれる基（たとえばアルコ
キシ基）の一部となっているものも含まれる。また、該炭化水素基は、炭素－炭素間の結
合に一部二重結合が含まれていてもよい（たとえばオレイル基）。
【００１９】
　このような炭化水素長鎖としては、たとえば、一般式「ＣnＨ2n+1」（ｎは８以上３０
以下の整数）で表わされる直鎖アルキル基または分岐アルキル基を挙げることができる。
【００２０】
　このような炭化水素長鎖は、液体現像剤を構成する絶縁性液体との親和性が強く、以っ
てカーボンブラックを高濃度に含みそのフィラー効果により形状が歪化した第１トナー粒
子を構成する第１樹脂において、この炭化水素長鎖の含有量を高くすることにより、第１
トナー粒子と絶縁性液体との親和性を向上させ、第１液体現像剤の粘度の上昇を防止した
ものである。
【００２１】
　すなわち、第１トナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比を、第２トナー粒子中に占
める炭化水素長鎖の質量比より大きくすることにより、歪化の度合いが高い第１トナー粒
子を含む第１液体現像剤の粘度の上昇を防止し、以って、第１液体現像剤および第２液体
現像剤間の粘度差を減少させることに成功したものである。液体現像剤の粘度を低下させ
るためには、通常、トナー分散剤の添加が想定されるが、トナー分散剤を多量に添加する
と液体現像剤自体の絶縁性が低下し、画像形成時の現像や転写といったトナー粒子の静電
的移動の移動効率が低下したり画像ムラを引き起こすという問題があったところ、本実施
の形態の液体現像剤は、このような問題をも抜本的に解決したものである。
【００２２】
　なお、第１トナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比を、第２トナー粒子中に占める
炭化水素長鎖の質量比より大きくする限り、各質量比の範囲は特に制限されることはない
。通常、そのような質量比は０．５％以上３０％以下の範囲とすることができ、２％以上
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１０％以下の範囲とすることがより好ましい。また、第１トナー粒子中に占める炭化水素
長鎖の質量比は、第２トナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比の、１．０２～５倍、
より好ましくは１．１～２倍とすることが好適である。第１トナー粒子と第２トナー粒子
間の炭化水素長鎖の質量比の差が小さすぎると、本件の粘度差を減少させる効果が少なく
なるためであり、また質量比の差が大きすぎると、粘度差が逆転すること（第１液体現像
剤の粘度が第２液体現像剤の粘度よりも低くなること）があるためである。
【００２３】
　ここで、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比とは、炭化水素長鎖の総質量をト
ナー粒子の総質量で除したものである。このような質量比は、各トナー粒子を製造する際
の原料の質量比を調整することにより設定することができるが、液体現像剤が調製された
後に質量比を求める場合は、熱分解－ガスクロマトグラフ／質量分析（Ｐ－ＧＣ／ＭＳ）
（商品名：「PY-2020iD」、フロンティアラボ社製）を接続したＧＣ／ＭＳ装置（商品名
：「GCMS-QP2010」、島津社製）を用いて、第１トナー粒子の総質量とそれに含まれる炭
化水素長鎖の総質量および第２トナー粒子の総質量とそれに含まれる炭化水素長鎖の総質
量を求め、それぞれについて後者の総質量を前者の総質量で除することにより求めること
ができる。
【００２４】
　なお、かかる質量比は、第１トナー粒子と第２トナー粒子とが、同種の製造方法により
製造されたものについて比較することが好ましい。すなわち、第１トナー粒子（第１液体
現像剤）が造粒法で製造されている場合は、造粒法で製造された第２トナー粒子（第２液
体現像剤）との間でその質量比を比較することが好ましく、第１トナー粒子（第１液体現
像剤）が粉砕法で製造されている場合は、粉砕法で製造された第２トナー粒子（第２液体
現像剤）との間でその質量比を比較することが好ましい。トナー粒子は、製造方法によっ
て形状が変わりやすく、その歪化の程度も異なるためである。よって、より好ましくは、
第１トナー粒子および第２トナー粒子ともに、コア／シェル型の構造を有するように造粒
法によって製造されているもの同士を含む液体現像剤セットで比較することが好適である
。
【００２５】
　また、このような炭化水素長鎖は、上記のような作用を有するものであるため、ビニル
樹脂の側鎖中に存在することが好ましい。当該作用が発現しやすくなるためである。すな
わち、上記第１樹脂および上記第２樹脂は、それぞれ、ビニル樹脂を含み、該炭化水素長
鎖は、そのビニル樹脂の側鎖中に存在することが好ましい。ここで、ビニル樹脂の側鎖と
は、ビニル基の重合により連なった炭素－炭素結合の主鎖から枝分かれしている部位（換
言すれば主鎖に含まれない部位）であり、たとえばビニル樹脂がアクリル樹脂の場合、ア
クリル樹脂の構成単位であるアクリル酸エステルのエステル基部分をいう。また、ビニル
樹脂とは、アクリル樹脂をはじめ、重合性二重結合（ビニル基（ＣＨ2＝ＣＨ－）または
ビニリデン基（ＣＨ2＝Ｃ＝））を有するモノマーを重合して得られる樹脂（ポリマー）
をいう。
【００２６】
　なお、液体現像剤セットとは、トナー粒子がカーボンブラックを含むか否かで互いに区
別される第１液体現像剤と第２液体現像剤とを含むものであり、一つの画像形成装置中に
装填されて用いられるものである。このような第１液体現像剤と第２液体現像剤とは、該
画像形成装置中において画像形成工程に使用されるまでは各別個の保管手段（たとえばカ
ートリッジ）中に保管されていることが好ましい。
【００２７】
　このような画像形成装置としては、たとえば複写機、プリンタ、デジタル印刷機、簡易
印刷機等の電子写真方式の画像形成装置を挙げることができる。そして、液体現像剤セッ
トは、このような画像形成装置において、たとえば電子写真用液体現像剤、塗料、静電記
録用液体現像剤、インクジェットプリンタ用油性インク、電子ペーパー用インク等として
用いられる。
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【００２８】
　また、このような液体現像剤セットは、１種または２種以上の第２液体現像剤を含むこ
とができる。上記のような画像形成装置においてカラー画像を得る場合、ブラック、シア
ン、マゼンタ、イエロー等の複数の液体現像剤が用いられ、このうち、本実施の形態の第
１液体現像剤は、着色剤としてカーボンブラックを含むため、通常、ブラック色用の液体
現像剤となる。これに対し、第２液体現像剤は、カーボンブラックを含まず、カーボンブ
ラック以外の着色剤を含むため、通常、シアン、マゼンタ、またはイエローのうちのいず
れか１以上の色用の液体現像剤となる。すなわち、本実施の形態の液体現像剤セットは、
このように２種以上の第２液体現像剤を含み得るものであり、この場合、個々の第２液体
現像剤は互いに異なった着色剤を含んだものとなる。
【００２９】
　ただし、本実施の形態の液体現像剤セットは、上記のように第１液体現像剤と１以上の
第２液体現像剤とを含む限り、第３の液体現像剤（たとえば第１トナー粒子中に占める炭
化水素長鎖の質量比よりもさらに高い炭化水素長鎖の質量比を有するトナー粒子を含む液
体現像剤）の併用を排除するものではない。
【００３０】
　＜液体現像剤＞
　本実施の形態の液体現像剤セットに含まれる第１液体現像剤は、絶縁性液体と第１トナ
ー粒子とを含み、第２液体現像剤は、絶縁性液体と第２トナー粒子とを含む。
【００３１】
　ここで、各液体現像剤に含まれる各トナー粒子の含有率は、第１液体現像剤および第２
液体現像剤間で特に差異はなく、トナー粒子の定着性と液体現像剤の耐熱安定性の観点か
ら、１０～５０質量％が好ましく、より好ましくは１５～４５質量％であり、さらに好ま
しくは２０～４０質量％である。
【００３２】
　なお、本実施の形態の各液体現像剤は、上記の必須２成分以外の他の成分としてのトナ
ー分散剤を用いることなく各トナー粒子が自己分散しているものとすることができる。
【００３３】
　＜トナー粒子＞
　本実施の形態の第１トナー粒子は、カーボンブラックと第１樹脂とを含み、第２トナー
粒子は、カーボンブラックを含まず、カーボンブラック以外の着色剤と第２樹脂とを含む
。第１および第２トナー粒子は、それぞれ、上記した成分を含む限り、他の任意の成分を
含むことができる。他の成分としては、たとえば顔料分散剤、ワックス、荷電制御剤、充
填剤、帯電防止剤、離型剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、ブロッキング防止剤、耐熱安定
剤、難燃剤等を含むことができる。
【００３４】
　第１および第２トナー粒子は、それぞれ０．５μｍ以上５．０μｍ以下の平均粒径を有
することが好ましい。なお、この平均粒径は、体積分布のメジアン径（Ｄ50）を示し、各
種の粒度分布測定装置を用いて求めることができる。
【００３５】
　上記の平均粒径は、従来用いられていた乾式現像剤（粉体状現像剤）のトナー粒子の粒
径に比べて小さく、本実施の形態の特徴の一つとなるものである。上記の平均粒径が０．
５μｍ未満になると、粒子径が小さくなり過ぎて電界での移動性が低下し、現像性が低下
する場合がある。上記の平均粒径が５．０μｍを超えると、均一性が低下し、画質が低下
する場合がある。より好ましい平均粒径は、０．５μｍ以上３．０μｍ以下である。
【００３６】
　また、第１トナー粒子中におけるカーボンブラックの含有量は、５質量％以上４０質量
％以下とすることが好ましく、１０質量％以上３０質量％以下とすることがより好ましい
。含有量が５質量％未満であると、低付着量で高発色の印刷ライクな画像を得ることが難
しくなる場合がある。また、含有量が４０質量％を超えると、カーボンブラックの導電性
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が高いことからトナー粒子の絶縁性が低くなり、転写効率の低下や画像品質の低下を及ぼ
す場合がある。
【００３７】
　また、第１トナー粒子および第２トナー粒子中における着色剤の総含有量は、５質量％
以上５０質量％以下とすることが好ましく、１０質量％以上４０質量％以下とすることが
より好ましい。総含有量が５質量％未満であると、低付着量で高発色の印刷ライクな画像
を得ることが難しくなる場合がある。また、総含有量が５０質量％を超えると、樹脂の比
率が少なくなることから定着強度が十分に得られない場合がある。
【００３８】
　＜樹脂＞
　本実施の形態の第１樹脂および第２樹脂は、それぞれ、炭素数８～３０の炭化水素基で
ある炭化水素長鎖を含み、その炭化水素長鎖の質量比が上記のような関係を満たす限り、
従来公知の樹脂を特に限定することなく使用することができる。また、第１樹脂および第
２樹脂は、炭化水素長鎖の質量比が上記のような関係を満たす限り、化学構造的に同種の
樹脂であってもよいし、異種の樹脂であってもよい。しかしながら、炭化水素長鎖の作用
により液体現像剤の粘度を調整するという観点からは、より制御の簡単な同種の樹脂を用
いることが好ましい。
【００３９】
　この点、第１樹脂および第２樹脂は、それぞれ、ビニル樹脂を含み、炭化水素長鎖がビ
ニル樹脂の側鎖中に存在することが好ましい。炭化水素長鎖の含有量を比較的簡単に制御
できるとともに、トナー粒子表面に存在する炭化水素長鎖が絶縁性液体との間で相互作用
を発揮しやすくなるためである。
【００４０】
　また、本実施の形態の第１樹脂は、第１コア樹脂と第１シェル樹脂とからなるコア／シ
ェル型の構造を有し、第１コア樹脂は、カーボンブラックを含み、第１シェル樹脂は、炭
化水素長鎖を含み、第１コア樹脂の質量をＣ１とし、第１シェル樹脂の質量をＳ１とする
場合、比Ｃ１：Ｓ１は、９９：１～３０：７０の範囲にあり、また第２樹脂は、第２コア
樹脂と第２シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造を有し、第２コア樹脂は、カーボ
ンブラック以外の着色剤を含み、第２シェル樹脂は、炭化水素長鎖を含み、第２コア樹脂
の質量をＣ２とし、第２シェル樹脂の質量をＳ２とする場合、比Ｃ２：Ｓ２は、９９：１
～３０：７０の範囲にあることが好ましい。そして、この場合、第１シェル樹脂中に占め
る炭化水素長鎖の質量比は、第２シェル樹脂中に占める炭化水素長鎖の質量比より大きい
ことが好ましい。
【００４１】
　なお、ここでいうコア／シェル型の構造とは、コア樹脂の表面の全体または一部をシェ
ル樹脂が覆うような構造を示す。上記比Ｃ１：Ｓ１は、より好ましくは、９７：３～６５
：３５であり、上記比Ｃ２：Ｓ２は、より好ましくは、９７：３～６５：３５である。上
記比Ｃ１：Ｓ１および比Ｃ２：Ｓ２が９９：１～３０：７０の範囲を外れると、粒径の均
一性が低下したり、保管時の分散安定性が低下する場合がある。
【００４２】
　なお、樹脂がこのようにコア／シェル型の構造を有する場合は、トナー粒子（第１トナ
ー粒子および第２トナー粒子）自体が、それぞれコア／シェル型の構造を有したものとな
る。
【００４３】
　このように樹脂をコア／シェル型の構造とし、シェル樹脂が炭化水素長鎖を含むことに
より、炭化水素長鎖がトナー粒子表面に存在することとなり、絶縁性液体との親和性によ
り液体現像剤の粘度を低下させるという効果を示しやすくなる。この点、シェル樹脂がビ
ニル樹脂であることが特に好ましい。
【００４４】
　また、第１シェル樹脂中に占める炭化水素長鎖の質量比を、第２シェル樹脂中に占める
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炭化水素長鎖の質量比より大きくすることにより、平均粒径を小径化することなく第１液
体現像剤の粘度を効果的に低減させることができるため好ましい。これに対し、第１シェ
ル樹脂中の炭化水素長鎖の質量比と第２シェル樹脂中の炭化水素長鎖の質量比とを等しく
し、第１シェル樹脂の使用量を第２シェル樹脂の使用量よりも大きくした場合は、第１ト
ナー粒子の平均粒径が小径化し、所望される粘度低下が十分に発揮されない場合がある。
したがって、第１シェル樹脂中に占める炭化水素長鎖の質量比を、第２シェル樹脂中に占
める炭化水素長鎖の質量比より大きくすることは、極めて有利である。
【００４５】
　なお、第１シェル樹脂中に占める炭化水素長鎖の質量比は、特に限定されるものではな
いが、２０～８０％、より好ましくは３０～７０％であり、第２シェル樹脂中に占める炭
化水素長鎖の質量比も、特に限定されるものではないが、２０～８０％、より好ましくは
３０～７０％である。２０％未満もしくは８０％を超えると、造粒性が悪化するおそれが
ある。また、第１シェル樹脂中に占める炭化水素長鎖の質量比は、第２シェル樹脂中に占
める炭化水素長鎖の質量比の、１．０２～５倍、より好ましくは１．１～２倍とすること
が好適である。両者間の炭化水素長鎖の質量比の差が小さすぎると、本件の粘度差を減少
させる効果が少なくなるためであり、また質量比の差が大きすぎると、粘度差が逆転する
こと（第１液体現像剤の粘度が第２液体現像剤の粘度よりも低くなること）があるためで
ある。
【００４６】
　なお、第１樹脂および第２樹脂の具体例は、後述のトナー粒子の製造方法の項でさらに
詳述する。
【００４７】
　＜着色剤＞
　本実施の形態の第１トナー粒子は、着色剤としてカーボンブラックを含む。第１トナー
粒子は、カーボンブラックを含む限り、他の着色剤を含んでいてもよい。このような他の
着色剤としては、後述の第２トナー粒子に含まれる着色剤を挙げることができる。
【００４８】
　本実施の形態の第２トナー粒子は、カーボンブラックを含まず、カーボンブラック以外
の着色剤を含む。
【００４９】
　このような着色剤は、トナー粒子中において、樹脂中に分散されて存在する。すなわち
、第１トナー粒子中においては、カーボンブラックは、第１樹脂中に分散されて存在し、
第２トナー粒子中においては、着色剤は第２樹脂中に分散されて存在する。
【００５０】
　また、第１樹脂が第１コア樹脂と第１シェル樹脂とからなるコア／シェル型の構造を有
する場合、カーボンブラックは第１コア樹脂に含まれることが好ましいが、第１シェル樹
脂に含まれていてもよい。また、第２樹脂が第２コア樹脂と第２シェル樹脂とからなるコ
ア／シェル型の構造を有する場合、着色剤は第２コア樹脂に含まれることが好ましいが、
第２シェル樹脂に含まれていてもよい。また、前述のように各トナー粒子が他の成分をさ
らに含む場合、他の成分は各コア樹脂に含まれていてもよいし、各シェル樹脂に含まれて
いてもよい。
【００５１】
　本実施の形態の着色剤の粒径は、０．３μｍ以下であることが好ましい。着色剤の粒径
が０．３μｍを超えると分散性が低下し、また光沢度も低下するため所望の色目を実現で
きなくなる場合がある。なお、このような着色剤は、大別すると顔料と染料とが含まれる
が、染料を用いると絶縁性液体に色が移って背景部に色が着いたり、形成した画像の耐光
性が低い等の問題があるため、顔料を用いることが好ましい。しかしながら、着色剤とし
て染料が含まれていても、本発明の範囲を逸脱するものではない。以下、着色剤として用
いられる顔料について説明する。
【００５２】
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　まず、このような顔料としては、従来公知の顔料を特に限定することなく使用すること
ができるが、コスト、耐光性、着色性等の観点から、たとえば以下の顔料を使用すること
が好ましい。なお、色彩構成上、これらの顔料は、通常ブラック顔料、イエロー顔料、マ
ゼンタ顔料、シアン顔料に分類され、基本的にブラック以外の色彩（カラー画像）はイエ
ロー顔料、マゼンタ顔料、シアン顔料の減法混色により調色される。
【００５３】
　第１トナー粒子に含まれるカーボンブラックは、炭素を主成分とする黒色微粒子の総称
であり、化学的には炭素の単体として分類されることもあるが、周知の通り各種の官能基
を含み得るものであり、上記の分類ではブラック顔料に属するものである。このようなカ
ーボンブラックは、その種類は特に限定されないが、たとえばサーマルブラック、アセチ
レンブラック、チャンネルブラック、ファーネスブラック、ランプブラック、アニリンブ
ラック、バイオマス由来のカーボンブラック等を挙げることができる。
【００５４】
　第２トナー粒子に含まれるカーボンブラック以外の着色剤としては、まずブラック顔料
として、例えばマグネタイト、フェライト等の磁性粉、紫黒色染料であるアジン系化合物
であるニグロシン（たとえばＣ．Ｉ．ソルベントブラック７またはＣ．Ｉ．ソルベントブ
ラック５）等を挙げることができる。
【００５５】
　また、マゼンタ顔料としては、たとえばＣ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド６、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２
３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントレッド１４９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７
７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２２等を挙げること
ができる。
【００５６】
　また、イエロー顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３１、Ｃ．Ｉ．ピグメント
オレンジ４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー９４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
８５等を挙げることができる。
【００５７】
　また、シアン顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１５：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４、
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメントブ
ルー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７等を挙げるこ
とができる。
【００５８】
　なお、第２トナー粒子に含まれる着色剤は、必要に応じて上記に例示したものを各単独
で、もしくは２つ以上を併用して含むことができる。また、前述の通り、第１トナー粒子
も、必要に応じて上記に例示したものを各単独で、もしくは２つ以上を併用して含むこと
ができる。
【００５９】
　＜顔料分散剤＞
　第１トナー粒子および第２トナー粒子は、それぞれ顔料分散剤を含むことができる。顔
料分散剤は、各トナー粒子中に着色剤（顔料）を均一に分散させる作用を有するものであ
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り、塩基性分散剤を使用することが好ましい。ここで、塩基性分散剤とは、以下に定義さ
れるものをいう。すなわち、顔料分散剤０．５ｇと蒸留水２０ｍｌとをガラス製スクリュ
ー管に入れ、それをペイントシェーカーを用いて３０分間振り混ぜた後、ろ過することに
より得られたろ液のｐＨをｐＨメータ（商品名：「Ｄ－５１」、堀場製作所社製）を用い
て測定し、そのｐＨが７より大きい場合を塩基性分散剤とする。なお、そのｐＨが７より
小さい場合は、酸性分散剤と呼ぶものとする。
【００６０】
　このような塩基性分散剤は、その種類は特に限定されない。たとえば、分散剤の分子内
にアミン基、アミノ基、アミド基、ピロリドン基、イミン基、イミノ基、ウレタン基、四
級アンモニウム基、アンモニウム基、ピリジノ基、ピリジウム基、イミダゾリノ基、およ
びイミダゾリウム基等の官能基を有する化合物（分散剤）を挙げることができる。なお分
散剤とは、通常、分子中に親水性の部分と疎水性の部分とを有するいわゆる界面活性剤が
該当するが、上記の通り着色剤（顔料）を分散させる作用を有する限り、種々の化合物を
用いることができる。
【００６１】
　このような塩基性分散剤の市販品としては、たとえば味の素ファインテクノ社製の「ア
ジスパーＰＢ－８２１」（商品名）、「アジスパーＰＢ－８２２」（商品名）、「アジス
パーＰＢ－８８１」（商品名）や日本ルーブリゾール社製の「ソルスパーズ２８０００」
（商品名）、「ソルスパーズ３２０００」（商品名）、「ソルスパーズ３２５００」（商
品名）、「ソルスパーズ３５１００」（商品名）、「ソルスパーズ３７５００」（商品名
）等を挙げることができる。
【００６２】
　また、顔料分散剤としては、絶縁性液体（キャリア液）に溶解しないものを選択するこ
とがより好ましい。その理由から味の素ファインテクノ社製の「アジスパーＰＢ－８２１
」（商品名）、「アジスパーＰＢ－８２２」（商品名）、「アジスパーＰＢ－８８１」（
商品名）がより好ましい。
【００６３】
　このような顔料分散剤の添加量は、着色剤（顔料）に対して、１～１００質量％添加す
ることが好ましい。より好ましくは、１～４０質量％である。１質量％未満では、着色剤
（顔料）の分散性が不十分となる場合があり、必要なＩＤ（画像濃度）が達成できないと
ともに、定着強度が低下する場合がある。また１００質量％を超えると、顔料分散に対す
る必要量以上の分散剤が添加されることになり、余剰の分散剤が絶縁性液体中へ溶解する
場合があり、トナー粒子の荷電性や定着強度に悪影響を及ぼす場合がある。
【００６４】
　このような顔料分散剤は、１種単独でまたは２種以上のものを組み合わせて用いること
ができる。
【００６５】
　＜絶縁性液体＞
　第１液体現像剤および第２液体現像剤は、それぞれ絶縁性液体（キャリア液）を含む。
両者に含まれる絶縁性液体は、同一であってもよいし、異なっていてもよいが、粘度制御
の観点から同一であることが好ましい。このような絶縁性液体は、静電潜像を乱さない程
度の抵抗値（１０11～１０16Ω・ｃｍ程度）のものであれば良い。さらに、臭気、毒性が
低い溶媒が好ましい。一般的に、脂肪族炭化水素、脂環式炭化水素、芳香族炭化水素、ハ
ロゲン化炭化水素、ポリシロキサン等が挙げられるがこれらに限定されるものではない。
特に、臭気、無害性、コストの点から、ノルマルパラフィン系溶媒、イソパラフィン系溶
媒が好ましい。具体的には、モレスコホワイト（商品名、松村石油研究所社製）、アイソ
パー（商品名、エクソンモービル社製）、シェルゾール（商品名、シェル石油化学社製）
、ＩＰソルベント１６２０、ＩＰソルベント２０２８、ＩＰソルベント２８３５（いずれ
も商品名、出光興産社製）等を挙げることができる。これらの絶縁性液体は、１種単独で
、または２種以上のものを組合わせて用いることができる。
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【００６６】
　＜製造方法＞
　本実施の形態の第１トナー粒子および第２トナー粒子は、それぞれ、たとえば造粒法、
粉砕法等の従来公知の技法に基づいて製造することができる。第１トナー粒子および第２
トナー粒子は、液体現像剤の粘度等の諸特性を制御することがより容易となるように、同
一の製造方法により製造されていることが好ましい。
【００６７】
　ここで、粉砕法とは、予め樹脂と顔料等の着色剤とを溶融混練し、粉砕する方法である
。かかる粉砕は乾式状態や絶縁性液体中での湿式状態で行なうことができる。
【００６８】
　また、造粒法には、トナー粒子の形成機構の違いから、懸濁重合法、乳化重合法、微粒
子凝集法、樹脂溶液に貧溶媒を添加し析出する法、スプレードライ法等や、２種類の異な
る樹脂によりトナー粒子の樹脂の構成をコア／シェル型の構造とするような製造方法も含
まれる。
【００６９】
　このような第１トナー粒子および第２トナー粒子の製造方法は特に限定されないが、粉
砕法よりも造粒法を採用することが好ましい。これは、粉砕法は乾式状態でも湿式状態で
もトナー粒子の形状が歪になりやすく、粒径分布も制御し難いため、粘度が制御しにくく
なるのに対して、造粒法によれば、比較的粒子が球形に近く、粒径分布もシャープになり
、粘度を容易に制御できるためである。
【００７０】
　また、造粒法の中でも、トナー粒子の樹脂の構成をコア／シェル型の構造とするような
製造方法が好ましい。この方法によれば、コア樹脂の表面の全面または一部をシェル樹脂
が覆う構造のトナー粒子となる為、シェル樹脂に炭化水素長鎖を含めることにより、絶縁
性液体と親和性の高い炭化水素長鎖がトナー粒子表面に存在することとなるので、粘度調
整効果が高くなる為である。なお、この場合、炭化水素長鎖をシェル樹脂に導入する手段
としては、側鎖に炭化水素長鎖を有したビニルモノマーを重合したり、ビニル以外であっ
てもグラフト基として炭化水素長鎖を導入する等の手段がある。
【００７１】
　以下、第１トナー粒子および第２トナー粒子の製造方法をさらに詳細に説明するが、第
１トナー粒子および第２トナー粒子で共通する部分は、単にトナー粒子と表現するものと
する。また同様に、特に断らない限り、第１樹脂および第２樹脂は、単に樹脂と表現し、
第１コア樹脂および第２コア樹脂は、単にコア樹脂と表現し、第１シェル樹脂および第２
シェル樹脂は、単にシェル樹脂と表現するものとする。
【００７２】
　なお、液体現像剤は、以下のような方法で製造したトナー粒子を絶縁性液体中に分散さ
せることにより得られるが、トナー粒子が絶縁性液体中で製造される場合は、それをその
まま液体現像剤とすることもできる。
【００７３】
　＜コア／シェル型の構造を有するトナー粒子の製造方法＞
　本実施の形態のコア／シェル型の構造を有するトナー粒子とは、以下のようなものをい
う。すなわち、トナー粒子（Ｃ）が絶縁性液体（Ｌ）に分散されてなり、トナー粒子（Ｃ
）は、シェル樹脂（ａ）を含むシェル粒子（Ａ）がコア樹脂（ｂ）を含むコア粒子（Ｂ）
の表面に付着または被覆されてなるコア／シェル型の構造を有する。なお、着色剤および
他の任意成分は、シェル樹脂（ａ）および／またはコア樹脂（ｂ）に含めることができ、
好ましくはコア樹脂（ｂ）に含めることが好適である。
【００７４】
　以下、コア／シェル型の構造を有するトナー粒子の製造方法について詳述する。なお、
以下の説明において、便宜上、コア／シェル型トナー粒子をトナー粒子（Ｃ）、トナー粒
子（Ｃ）を含む液体現像剤を液体現像剤（Ｘ）と記すことがある。
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【００７５】
　＜シェル樹脂（ａ）＞
　本実施の形態におけるシェル樹脂（ａ）は、熱可塑性樹脂であっても良いし、熱硬化性
樹脂であっても良い。シェル樹脂（ａ）としては、たとえば、ビニル樹脂、ポリエステル
樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ケイ素樹脂
、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、アニリン樹脂、アイオノマー樹脂、およ
び、ポリカーボネート樹脂などが挙げられる。なお、シェル樹脂（ａ）として、上記に列
挙された樹脂の２種以上を併用してもよい。
【００７６】
　本実施の形態に係るトナー粒子が得られやすいという観点では、シェル樹脂（ａ）とし
て、好ましくは、ビニル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、および、エポキシ
樹脂の少なくとも１つを用いることが好ましく、より好ましくはビニル樹脂を用いること
が好適である。
【００７７】
　＜ビニル樹脂＞
　ビニル樹脂は、重合性二重結合を有する単量体が単独重合されて得られた単独重合体（
ビニルモノマーに由来する結合ユニットを含む単独重合体）であっても良いし、重合性二
重結合を有する二種以上の単量体が共重合されて得られた共重合体（ビニルモノマーに由
来する結合ユニットを含む共重合体）であっても良いし、重合性二重結合を有する単量体
と分子鎖（ｋ）を有する重合性二重結合を有する単量体（ｍ）とが重合されたものであっ
ても良く、特に好ましくは重合性二重結合を有する単量体と分子鎖（ｋ）を有する重合性
二重結合を有する単量体（ｍ）とが重合されたものである。重合性二重結合を有する単量
体としては、たとえば、下記（１）～（９）が挙げられる。なお、下記のうち、炭素数８
～３０の炭化水素基が含まれる場合は、それが炭化水素長鎖となる。
【００７８】
　（１）　重合性二重結合を有する炭化水素
　重合性二重結合を有する炭化水素は、たとえば、下記（１－１）で示す重合性二重結合
を有する脂肪族炭化水素であることが好ましい。
【００７９】
　（１－１）　重合性二重結合を有する脂肪族炭化水素
　重合性二重結合を有する脂肪族炭化水素は、たとえば、下記（１－１－１）で示す重合
性二重結合を有する鎖状炭化水素、または、下記（１－１－２）で示す重合性二重結合を
有する環状炭化水素などであることが好ましい。
【００８０】
　（１－１－１）　重合性二重結合を有する鎖状炭化水素
　重合性二重結合を有する鎖状炭化水素としては、たとえば、炭素数が２～３０のアルケ
ン（たとえば、エチレン、プロピレン、ブテン、イソブチレン、ペンテン、ヘプテン、ジ
イソブチレン、オクテン、ドデセンまたはオクタデセンなど）；炭素数が４～３０のアル
カジエン（たとえば、ブタジエン、イソプレン、１，４－ペンタジエン、１，５－ヘキサ
ジエンまたは１，７－オクタジエンなど）などが挙げられる。
【００８１】
　（１－１－２）　重合性二重結合を有する環状炭化水素
　重合性二重結合を有する環状炭化水素としては、たとえば、炭素数が６～３０のモノま
たはジシクロアルケン（たとえば、シクロヘキセン、ビニルシクロヘキセンまたはエチリ
デンビシクロヘプテンなど）；炭素数が５～３０のモノまたはジシクロアルカジエン（た
とえば、モノシクロペンタジエンまたはジシクロペンタジエンなど）などが挙げられる。
【００８２】
　（２）カルボキシル基と重合性二重結合を有する単量体およびそれらの塩
　カルボキシル基と重合性二重結合を有する単量体としては、たとえば、炭素数が３～１
５の不飽和モノカルボン酸［たとえば、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、イソクロトン
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酸または桂皮酸など］；炭素数が３～３０の不飽和ジカルボン酸（無水物）［たとえば、
（無水）マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、（無水）シトラコン酸またはメサコン酸な
ど］；炭素数が３～１０の不飽和ジカルボン酸のモノアルキル（炭素数が１～１０）エス
テル（たとえば、マレイン酸モノメチルエステル、マレイン酸モノデシルエステル、フマ
ル酸モノエチルエステル、イタコン酸モノブチルエステルまたはシトラコン酸モノデシル
エステルなど）などが挙げられる。本明細書では、「（メタ）アクリル」は、アクリルお
よび／またはメタクリルを意味する。
【００８３】
　上記単量体の塩としては、たとえば、アルカリ金属塩（たとえば、ナトリウム塩または
カリウム塩など）、アルカリ土類金属塩（たとえば、カルシウム塩またはマグネシウム塩
など）、アンモニウム塩、アミン塩、および、４級アンモニウム塩などが挙げられる。
【００８４】
　アミン塩としては、アミン化合物であれば特に限定されず、たとえば、１級アミン塩（
たとえば、エチルアミン塩、ブチルアミン塩またはオクチルアミン塩など）；２級アミン
塩（たとえば、ジエチルアミン塩またはジブチルアミン塩など）；３級アミン塩（たとえ
ば、トリエチルアミン塩またはトリブチルアミン塩など）などが挙げられる。
【００８５】
　４級アンモニウム塩としては、たとえば、テトラエチルアンモニウム塩、トリエチルラ
ウリルアンモニウム塩、テトラブチルアンモニウム塩およびトリブチルラウリルアンモニ
ウム塩などが挙げられる。
【００８６】
　カルボキシル基と重合性二重結合を有する単量体の塩としては、たとえば、アクリル酸
ナトリウム、メタクリル酸ナトリウム、マレイン酸モノナトリウム、マレイン酸ジナトリ
ウム、アクリル酸カリウム、メタクリル酸カリウム、マレイン酸モノカリウム、アクリル
酸リチウム、アクリル酸セシウム、アクリル酸アンモニウム、アクリル酸カルシウムおよ
びアクリル酸アルミニウムなどが挙げられる。
【００８７】
　（３）　スルホ基と重合性二重結合を有する単量体およびそれらの塩
　（４）　ホスホノ基と重合性二重結合を有する単量体およびその塩
　（５）　ヒドロキシル基と重合性二重結合を有する単量体
　（６）　重合性二重結合を有する含窒素単量体
　重合性二重結合を有する含窒素単量体としては、たとえば、下記（６－１）～（６－４
）で示す単量体が挙げられる。
【００８８】
　（６－１）　アミノ基と重合性二重結合を有する単量体
　アミノ基と重合性二重結合を有する単量体としては、たとえば、アミノエチル（メタ）
アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（メ
タ）アクリレート、ｔ－ブチルアミノエチルメタクリレート、Ｎ－アミノエチル（メタ）
アクリルアミド、（メタ）アリルアミン、モルホリノエチル（メタ）アクリレート、４－
ビニルピリジン、２－ビニルピリジン、クロチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスチレ
ン、メチル－α－アセトアミノアクリレート、ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピロール
、Ｎ－ビニルチオピロリドン、Ｎ－アリールフェニレンジアミン、アミノカルバゾール、
アミノチアゾール、アミノインドール、アミノピロール、アミノイミダゾールおよびアミ
ノメルカプトチアゾールなどが挙げられる。本明細書では、「（メタ）アクリレート」は
、アクリレートおよび／またはメタクリレートを意味し、「（メタ）アリル」は、アリル
および／またはメタリルを意味する。
【００８９】
　アミノ基と重合性二重結合を有する単量体は、上記列挙した単量体の塩であっても良い
。上記列挙した単量体の塩としては、たとえば、上記「（２）カルボキシル基と重合性二
重結合を有する単量体およびそれらの塩」において「上記単量体の塩」として列挙した塩
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が挙げられる。
【００９０】
　（６－２）　アミド基と重合性二重結合を有する単量体
　アミド基と重合性二重結合を有する単量体としては、たとえば、（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチルアクリルアミド、ジアセトンアクリ
ルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ’－メチレン－ビス（メタ）
アクリルアミド、桂皮酸アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジベンジル
アクリルアミド、メタクリルホルムアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－ビニルアセトアミドおよび
Ｎ－ビニルピロリドンなどが挙げられる。
【００９１】
　（６－３）　ニトリル基と重合性二重結合を有する炭素数が３～１０の単量体
　ニトリル基と重合性二重結合を有する炭素数が３～１０の単量体としては、たとえば、
（メタ）アクリロニトリル、シアノスチレンおよびシアノアクリレートなどが挙げられる
。本明細書では、「（メタ）アクリロ」は、アクリロおよび／またはメタクリロを意味す
る。
【００９２】
　（６－４）　ニトロ基と重合性二重結合を有する炭素数が８～１２の単量体
　ニトロ基と重合性二重結合を有する炭素数が８～１２の単量体としては、たとえば、ニ
トロスチレンなどが挙げられる。
【００９３】
　（７）　エポキシ基と重合性二重結合を有する炭素数が６～１８の単量体
　（８）　ハロゲン元素と重合性二重結合を有する炭素数が２～１６の単量体
　（９）　重合性二重結合を有する炭素数が４～１６のエステル
　重合性二重結合を有する炭素数が４～１６のエステルとしては、たとえば、酢酸ビニル
；プロピオン酸ビニル；酪酸ビニル；ジアリルフタレート；ジアリルアジペート；イソプ
ロペニルアセテート；ビニルメタクリレート；メチル－４－ビニルベンゾエート；シクロ
ヘキシルメタクリレート；ベンジルメタクリレート；フェニル（メタ）アクリレート；ビ
ニルメトキシアセテート；ビニルベンゾエート；エチル－α－エトキシアクリレート；炭
素数が１～１１のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレート［たとえば、メチル
（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレートなど］；ジアル
キルフマレート（２個のアルキル基は、炭素数が２～８の直鎖アルキル基、分枝アルキル
基または脂環式のアルキル基である）；ジアルキルマレエート（２個のアルキル基は、炭
素数が２～８の直鎖アルキル基、分枝アルキル基または脂環式のアルキル基である）；ポ
リ（メタ）アリロキシアルカン類（たとえば、ジアリロキシエタン、トリアリロキシエタ
ン、テトラアリロキシエタン、テトラアリロキシプロパン、テトラアリロキシブタンまた
はテトラメタアリロキシエタンなど）；ポリアルキレングリコール鎖と重合性二重結合を
有する単量体［たとえば、ポリエチレングリコール（Ｍｎ＝３００）モノ（メタ）アクリ
レート、ポリプロピレングリコール（Ｍｎ＝５００）モノアクリレート、メチルアルコー
ルエチレンオキサイド（以下「エチレンオキサイド」を「ＥＯ」と略記する）１０モル付
加物（メタ）アクリレートまたはラウリルアルコールＥＯ３０モル付加物（メタ）アクリ
レートなど］；ポリ（メタ）アクリレート類｛たとえば、多価アルコール類のポリ（メタ
）アクリレート［たとえば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートまたはポリエチレングリコールジ（メタ
）アクリレートなど］｝などが挙げられる。なお、本明細書では、「（メタ）アリロ」と
は、アリロおよび／またはメタリロを意味する。また、上記のうち、炭素数８～３０の炭
化水素基が含まれる場合は、炭化水素長鎖がビニル樹脂の側鎖に存在するものとなる。
【００９４】
　ビニル樹脂の具体例としては、たとえば、スチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重
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合体、スチレン－ブタジエン共重合体、（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステ
ル共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－（無水）マレイン酸共重
合体、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸－ジビニ
ルベンゼン共重合体およびスチレン－スチレンスルホン酸－（メタ）アクリル酸エステル
共重合体などが挙げられる。
【００９５】
　前述の通り、ビニル樹脂としては、上記（１）～（９）の重合性二重結合を有する単量
体の単独重合体または共重合体であっても良いし、上記（１）～（９）の重合性二重結合
を有する単量体と分子鎖（ｋ）を有する重合性二重結合を有する単量体（ｍ）とが重合さ
れたものであっても良い。分子鎖（ｋ）としては、炭素数８～３０の直鎖状または分岐状
炭化水素長鎖などが挙げられる。単量体（ｍ）中の分子鎖（ｋ）と絶縁性液体（Ｌ）との
ＳＰ（溶解度パラメータ）値の差は２以下であることが好ましい。本明細書では、「ＳＰ
値」は、Ｆｅｄｏｒｓによる方法［Ｐｏｌｙｍ．Ｅｎｇ．Ｓｃｉ．１４（２）１５２，（
１９７４）］により計算された数値である。
【００９６】
　分子鎖（ｋ）を有する重合性二重結合を有する単量体（ｍ）としては、特に限定されな
いが、たとえば、下記の単量体（ｍ１）～（ｍ２）などが挙げられる。単量体（ｍ）とし
ては、単量体（ｍ１）～（ｍ２）の２種以上を併用しても良い。なお、単量体（ｍ１）ま
たは単量体（ｍ２）を用いれば、炭化水素長鎖がビニル樹脂の側鎖に存在するものとなる
。
【００９７】
　炭素数が８～３０（好ましくは１６～２５）の直鎖状炭化水素長鎖と重合性二重結合を
有する単量体（ｍ１）
　このような単量体（ｍ１）としては、たとえば、不飽和モノカルボン酸のモノ直鎖状ア
ルキル（アルキルの炭素数が８～３０）エステルおよび不飽和ジカルボン酸のモノ直鎖状
アルキル（アルキルの炭素数が８～３０）エステルなどが挙げられる。上記不飽和モノカ
ルボン酸および不飽和ジカルボン酸としては、たとえば、（メタ）アクリル酸、マレイン
酸、フマル酸、クロトン酸、イタコン酸およびシトラコン酸などの炭素数が３～２４のカ
ルボキシル基含有ビニル単量体などが挙げられる。
【００９８】
　単量体（ｍ１）の具体例としては、たとえば、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）
アクリル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸ベヘニル、（メタ）アクリル酸ヘキサデシル
、（メタ）アクリル酸ヘプタデシルおよび（メタ）アクリル酸エイコシルなどが挙げられ
る。
【００９９】
　炭素数が８～３０（好ましくは１６～２５）の分岐状炭化水素鎖と重合性二重結合を有
する単量体（ｍ２）
　このような単量体（ｍ２）としては、たとえば、不飽和モノカルボン酸の分岐状アルキ
ル（アルキルの炭素数が８～３０）エステルおよび不飽和ジカルボン酸のモノ分岐状アル
キル（アルキルの炭素数が８～３０）エステルなどが挙げられる。上記不飽和モノカルボ
ン酸および不飽和ジカルボン酸としては、たとえば、単量体（ｍ１）において不飽和モノ
カルボン酸および不飽和ジカルボン酸の具体例として列挙したものと同様のものが挙げら
れる。
【０１００】
　単量体（ｍ２）の具体例としては、たとえば、（メタ）アクリル酸２－デシルテトラデ
シルなどが挙げられる。
【０１０１】
　＜融点＞
　シェル樹脂（ａ）の融点は、好ましくは０～２２０℃であり、より好ましくは３０～２
００℃であり、さらに好ましくは４０～８０℃である。トナー粒子の粒度分布および形状
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、ならびに、液体現像剤（Ｘ）の粉体流動性、耐熱保管安定性および耐ストレス性などの
観点から、シェル樹脂（ａ）の融点は液体現像剤（Ｘ）を製造するときの温度以上である
ことが好ましい。シェル樹脂の融点が液体現像剤を製造するときの温度よりも低いと、ト
ナー粒子同士が合一することを防止し難くなることがあり、トナー粒子が分裂することを
防止し難くなることがある。それだけでなく、トナー粒子の粒度分布における分布幅が狭
くなり難い、別の言い方をすると、トナー粒子の粒径のバラツキが大きくなるおそれがあ
る。
【０１０２】
　本明細書において、融点は、示差走査熱量測定装置（セイコーインスツル（株）製の「
ＤＳＣ２０」または「ＳＳＣ／５８０」など）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に規
定の方法に準拠して測定されたものである。
【０１０３】
　＜Ｍｎ（数平均分子量）＞
　シェル樹脂（ａ）のＭｎ（ＧＰＣで測定して得られたもの）は、好ましくは１００～５
００００００であり、好ましくは２００～５００００００であり、より好ましくは５００
～５０００００である。
【０１０４】
　＜ＳＰ値＞
　シェル樹脂（ａ）のＳＰ値は、好ましくは７～１８（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2であり、より
好ましくは８～１４（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2である。
【０１０５】
　＜シェル粒子（Ａ）＞
　本実施の形態におけるシェル粒子（Ａ）は、シェル樹脂（ａ）を含む。シェル粒子（Ａ
）の製造方法は、公知のいかなる方法も採用することができ、特に限定されない。たとえ
ば、以下の［１］～［７］のような方法を挙げることができる。
［１］：ジェットミルなどの公知の乾式粉砕機を用いて、シェル樹脂（ａ）を乾式で粉砕
させる。
［２］：シェル樹脂（ａ）の粉末を有機溶剤中に分散させ、ビーズミルまたはロールミル
などの公知の湿式分散機を用いて湿式で粉砕させる。
［３］：スプレードライヤーなどを用いてシェル樹脂（ａ）の溶液を噴霧し、乾燥させる
。
［４］：シェル樹脂（ａ）の溶液に対して貧溶媒の添加または冷却を行なって、シェル樹
脂（ａ）を過飽和させて析出させる。
［５］：シェル樹脂（ａ）の溶液を水または有機溶剤中に分散させる。
［６］：シェル樹脂（ａ）の前駆体を水中で乳化重合法、ソープフリー乳化重合法、シー
ド重合法、または、懸濁重合法などにより重合させる。
［７］：シェル樹脂（ａ）の前駆体を有機溶剤中で分散重合などにより重合させる。
【０１０６】
　これらの方法のうち、シェル粒子（Ａ）の製造のしやすさの観点から、［４］、［６］
および［７］の方法が好ましく、より好ましくは、［６］および［７］の方法が好適であ
る。
【０１０７】
　＜体積平均粒径＞
　この場合、シェル粒子（Ａ）の体積平均粒径（メジアン径）は、所望の粒径のトナー粒
子（Ｃ）を得るのに適した粒径になるように適宜調整することができる。シェル粒子（Ａ
）の体積平均粒径は、好ましくは０．０００５～３μｍである。シェル粒子（Ａ）の体積
平均粒径の上限は、より好ましくは２μｍであり、さらに好ましくは１μｍである。シェ
ル粒子（Ａ）の体積平均粒径の下限は、より好ましくは０．０１μｍであり、さらに好ま
しくは０．０２μｍであり、最も好ましくは０．０４μｍである。たとえば体積平均粒径
が１μｍのトナー粒子（Ｃ）を得たい場合には、シェル粒子（Ａ）の体積平均粒径は、好
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ましくは０．０００５～０．３μｍであり、より好ましくは０．００１～０．２μｍであ
る。たとえば体積平均粒径が１０μｍのトナー粒子（Ｃ）を得たい場合には、シェル粒子
（Ａ）の体積平均粒径は、好ましくは０．００５～３μｍであり、より好ましくは０．０
５～２μｍである。
【０１０８】
　＜コア樹脂（ｂ）およびコア粒子（Ｂ）＞
　本実施の形態におけるコア樹脂（ｂ）としては、たとえば、ビニル樹脂、ポリエステル
樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ケイ素樹脂
、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、アニリン樹脂、アイオノマー樹脂、およ
び、ポリカーボネート樹脂などが挙げられる。なお、コア樹脂（ｂ）として、上記列挙さ
れた樹脂の２種以上を併用してもよい。コア樹脂の中でポリエステル樹脂が好ましい。
【０１０９】
　ポリエステル樹脂としては、たとえば、ポリオールと、ポリカルボン酸、ポリカルボン
酸の酸無水物またはポリカルボン酸の低級アルキル（アルキル基の炭素数が１～４）エス
テルとの重縮合物などが挙げられる。重縮合反応には、公知の重縮合触媒などが使用でき
る。
【０１１０】
　ポリオールとポリカルボン酸との比率は、特に限定されない。水酸基［ＯＨ］とカルボ
キシル基［ＣＯＯＨ］との当量比（［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］）が好ましくは２／１～１／
５となるように、より好ましくは１．５／１～１／４となるように、さらに好ましくは１
．３／１～１／３となるように、ポリオールとポリカルボン酸との比率を設定すれば良い
。なお、以下の例示において炭素数８～３０の炭化水素基を含む場合は、炭化水素長鎖を
含む樹脂となる。
【０１１１】
　ジオール（１０）としては、たとえば、炭素数が２～３０のアルキレングリコール（た
とえば、エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリ
コール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、オクタンジオール、デカ
ンジオール、ドデカンジオール、テトラデカンジオール、ネオペンチルグリコールまたは
２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオールなど）；Ｍｎ＝１０６～１００００のアル
キレンエーテルグリコール（たとえばジエチレングリコール、トリエチレングリコール、
ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールまたはポ
リテトラメチレンエーテルグリコールなど）；炭素数が６～２４の脂環式ジオール（たと
えば１，４－シクロヘキサンジメタノールまたは水素添加ビスフェノールＡなど）；Ｍｎ
＝１００～１００００の上記脂環式ジオールのアルキレンオキサイド（以下「アルキレン
オキサイド」を「ＡＯ」と略記する）付加物（付加モル数が２～１００）（たとえば１，
４－シクロヘキサンジメタノールＥＯ１０モル付加物など）；炭素数が１５～３０のビス
フェノール類（たとえば、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦもしくはビスフェノール
Ｓなど）ＡＯ［たとえば、ＥＯ、プロピレンオキサイド（以下「ＰＯ」と略記する）もし
くはブチレンオキサイドなど］付加物（付加モル数が２～１００）または炭素数が１２～
２４のポリフェノール（たとえばカテコール、ハイドロキノンもしくはレゾルシンなど）
の上記ＡＯ付加物（たとえば、ビスフェノールＡのＥＯ２～４モル付加物またはビスフェ
ノールＡのＰＯ２～４モル付加物など）；重量平均分子量（以下「Ｍｗ」と略記する）＝
１００～５０００のポリラクトンジオール（たとえばポリ－ε－カプロラクトンジオール
など）；Ｍｗが１０００～２００００のポリブタジエンジオールなどが挙げられる。
【０１１２】
　ポリオール（１１）としては、たとえば、３～８価またはそれ以上の価数を有し且つ炭
素数が３～１０の脂肪族多価アルコール（たとえばグリセリン、トリメチロールエタン、
トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソルビタンまたはソルビトールなど）
；炭素数が２５～５０のトリスフェノールのＡＯ（炭素数が２～４）付加物（付加モル数
が２～１００）（たとえば、トリスフェノールＥＯ２～４モル付加物またはトリスフェノ
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ールポリアミドＰＯ２～４モル付加物など）；ｎ＝３～５０のノボラック樹脂（たとえば
フェノールノボラックまたはクレゾールノボラックなど）のＡＯ（炭素数が２～４）付加
物（付加モル数が２～１００）（たとえば、フェノールノボラックＰＯ２モル付加物また
はフェノールノボラックＥＯ４モル付加物など）；炭素数が６～３０のポリフェノール（
たとえばピロガロール、フロログルシノールまたは１，２，４－ベンゼントリオールなど
）のＡＯ（炭素数が２～４）付加物（付加モル数が２～１００）（たとえば、ピロガロー
ルＥＯ４モル付加物など）；ｎ＝２０～２０００のアクリルポリオール｛たとえば、ヒド
ロキシエチル（メタ）アクリレートと他の重合性二重結合を有する単量体［たとえば、ス
チレン、（メタ）アクリル酸または（メタ）アクリル酸エステルなど］との共重合物など
｝などが挙げられる。
【０１１３】
　これらのうちポリオール（１１）として好ましいのは脂肪族多価アルコールおよびノボ
ラック樹脂のＡＯ付加物であり、より好ましいのはノボラック樹脂のＡＯ付加物である。
【０１１４】
　ジカルボン酸（１２）としては、たとえば、炭素数が４～３２のアルカンジカルボン酸
（たとえば、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジカルボン酸
またはオクタデカンジカルボン酸など）；炭素数が４～３２のアルケンジカルボン酸（た
とえばマレイン酸、フマール酸、シトラコン酸またはメサコン酸など）；炭素数が８～４
０の分岐アルケンジカルボン酸［たとえば、ダイマー酸、または、アルケニルコハク酸（
たとえば、ドデセニルコハク酸、ペンタデセニルコハク酸もしくはオクタデセニルコハク
酸など）など］；炭素数が１２～４０の分岐アルカンジカルボン酸［たとえば、アルキル
コハク酸（たとえば、デシルコハク酸、ドデシルコハク酸またはオクタデシルコハク酸な
ど）など］；炭素数が８～２０の芳香族ジカルボン酸（たとえば、フタル酸、イソフタル
酸、テレフタル酸またはナフタレンジカルボン酸など）などが挙げられる。
【０１１５】
　さらにポリエステル樹脂を結晶性にすれば、低温定着性に優れた現像剤を提供できる。
さらにポリエステル樹脂をイソシアネートで鎖長させたウレタン変性ポリエステルは低温
定着性に優れるだけではなく、高温部での弾性が維持され、耐オフセット性が有するよう
になる。
【０１１６】
　結晶性にするためには、ポリエステルを構成する酸、アルコールのモノマーを脂肪族モ
ノマーにすれば良い。
【０１１７】
　＜ＳＰ値＞
　コア樹脂（ｂ）のＳＰ値は適宜調整すればよい。コア樹脂（ｂ）のＳＰ値は、好ましく
は８～１６（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2であり、より好ましくは９～１４（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2

である。
【０１１８】
　＜コア／シェル型の構造を有する樹脂の形成＞
　本実施の形態のトナー粒子に含まれる樹脂は、前述の通り、シェル樹脂（ａ）を含むシ
ェル粒子（Ａ）がコア樹脂（ｂ）を含むコア粒子（Ｂ）の表面に付着または被覆されてな
るコア／シェル型の構造を有することが好ましい。
【０１１９】
　コア粒子（Ｂ）とシェル粒子（Ａ）との質量比［（Ｂ）：（Ａ）］は、好ましくは９９
：１～３０：７０である。トナー粒子（Ｃ）の粒径の均一性および液体現像剤（Ｘ）の耐
熱安定性などの観点から、上記比率［（Ｂ）：（Ａ）］は、より好ましくは９８：２～５
０：５０であり、さらに好ましくは９７：３～６５：３５である。シェル粒子（Ａ）の含
有率（質量比）が低すぎると、トナー粒子の分散性が低下したり、所望の粒径が得られに
くい事がある。シェル粒子（Ａ）の含有率（質量比）が高すぎると、定着性が低下するこ
とがある。
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【０１２０】
　そして、このようなコア／シェル型の構造を有する樹脂は、たとえば以下のようにして
製造することができる。
【０１２１】
　すなわち、良溶媒に樹脂を溶解しコア樹脂溶液とし、ＳＰ値がこの良溶媒と異なる貧溶
媒に対して上記コア樹脂溶液をシェル樹脂とともに混合してせん断を与えて、液滴を形成
した後、良溶媒を揮発させることにより、コア／シェル型の構造を有する樹脂微粒子が形
成できる。
【実施例】
【０１２２】
　以下、実施例を挙げて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。
【０１２３】
　＜製造例１＞
　以下のようにして、シェル粒子（Ａ１）の分散液（Ｗ１）を製造した。
【０１２４】
　まず、撹拌装置と、加熱冷却装置と、温度計と、滴下ロートと、脱溶剤装置と、窒素導
入管と、を備えた反応容器に、ＴＨＦ（テトラヒドロフラン）１９５質量部を投入した。
次に、ガラス製ビーカーに、メタクリル酸２－デシルテトラデシル１００質量部と、メタ
クリル酸３０質量部と、メタクリル酸ヒドロキシエチルとフェニルイソシアネートとの等
モル反応物７０質量部と、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．５質量部と、か
らなる混合液を投入し、２０℃で撹拌、混合してモノマー溶液を調整し、滴下ロートに投
入した。上記反応容器の気相部の窒素置換を行なった後、密閉下７０℃で１時間かけてモ
ノマー溶液を滴下した。
【０１２５】
　次いで、滴下終了から３時間後、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．０５質
量部と、ＴＨＦ５質量部と、を混合したものを添加し、７０℃で３時間反応した後室温ま
で冷却して、シェル粒子（Ａ１）となる共重合体の溶液を得た。
【０１２６】
　このシェル粒子（Ａ１）である共重合体の溶液４００質量部を撹拌しながら、絶縁性液
体（商品名：「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）６００質量部に滴下し、０．
０３９ＭＰａの減圧下、４０℃でＴＨＦを留去した。最後に分散液の固形分濃度が２５質
量％になるようにＩＰソルベント２０２８を加えて、シェル粒子（Ａ１）の分散液（Ｗ１
）を得た。
【０１２７】
　レーザー式粒度分布測定装置（商品名：「ＬＡ－９２０」、（株）堀場製作所製）を用
いて測定した分散液（Ｗ１）に含まれるシェル粒子（Ａ１）の体積平均粒径は０．１２μ
ｍであった。
【０１２８】
　なお、このシェル粒子（Ａ１）は、上記の共重合体（ビニル樹脂）をシェル樹脂として
含むものであり、シェル樹脂中の炭化水素長鎖（メタクリル酸２－デシルテトラデシル中
の「２－デシルテトラデシル」部分）の比率（質量比）を、仕込み比から計算すると３９
．７質量％であった。
【０１２９】
　＜製造例２＞
　以下のようにして、シェル粒子（Ａ２）の分散液（Ｗ２）を製造した。
【０１３０】
　まず、撹拌装置と、加熱冷却装置と、温度計と、滴下ロートと、脱溶剤装置と、窒素導
入管と、を備えた反応容器に、ＴＨＦ１９５質量部を投入した。次に、ガラス製ビーカー
に、メタクリル酸２－デシルテトラデシル１２０質量部と、メタクリル酸３０質量部と、
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メタクリル酸ヒドロキシエチルとフェニルイソシアネートとの等モル反応物５０質量部と
、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．５質量部と、からなる混合液を投入し、
２０℃で撹拌、混合してモノマー溶液を調整し、滴下ロートに投入した。上記反応容器の
気相部の窒素置換を行なった後、密閉下７０℃で１時間かけてモノマー溶液を滴下した。
【０１３１】
　次いで、滴下終了から３時間後、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．０５質
量部と、ＴＨＦ５質量部と、を混合したものを添加し、７０℃で３時間反応した後室温ま
で冷却して、シェル粒子（Ａ２）となる共重合体の溶液を得た。
【０１３２】
　このシェル粒子（Ａ２）である共重合体の溶液４００質量部を撹拌しながら、絶縁性液
体（商品名：「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）６００質量部に滴下し、０．
０３９ＭＰａの減圧下、４０℃でＴＨＦを留去した。最後に分散液の固形分濃度が２５質
量％になるようにＩＰソルベント２０２８を加えて、シェル粒子（Ａ２）の分散液（Ｗ２
）を得た。
【０１３３】
　レーザー式粒度分布測定装置（商品名：「ＬＡ－９２０」、（株）堀場製作所製）を用
いて測定した分散液（Ｗ２）に含まれるシェル粒子（Ａ２）の体積平均粒径は０．１２μ
ｍであった。
【０１３４】
　なお、このシェル粒子（Ａ２）は、上記の共重合体（ビニル樹脂）をシェル樹脂として
含むものであり、シェル樹脂中の炭化水素長鎖（メタクリル酸２－デシルテトラデシル中
の「２－デシルテトラデシル」部分）の比率（質量比）を、仕込み比から計算すると４７
．７質量％であった。
【０１３５】
　＜製造例３＞
　以下のようにして、シェル粒子（Ａ３）の分散液（Ｗ３）を製造した。
【０１３６】
　まず、撹拌装置と、加熱冷却装置と、温度計と、滴下ロートと、脱溶剤装置と、窒素導
入管と、を備えた反応容器に、ＴＨＦ１９５質量部を投入した。次に、ガラス製ビーカー
に、メタクリル酸２－ドデシル１００質量部と、メタクリル酸３０質量部と、メタクリル
酸ヒドロキシエチルとフェニルイソシアネートとの等モル反応物７０質量部と、アゾビス
メトキシジメチルバレロニトリル０．５質量部と、からなる混合液を投入し、２０℃で撹
拌、混合してモノマー溶液を調整し、滴下ロートに投入した。上記反応容器の気相部の窒
素置換を行なった後、密閉下７０℃で１時間かけてモノマー溶液を滴下した。
【０１３７】
　次いで、滴下終了から３時間後、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．０５質
量部と、ＴＨＦ５質量部と、を混合したものを添加し、７０℃で３時間反応した後室温ま
で冷却して、シェル粒子（Ａ３）となる共重合体の溶液を得た。
【０１３８】
　このシェル粒子（Ａ３）である共重合体の溶液４００質量部を撹拌しながら、絶縁性液
体（商品名：「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）６００質量部に滴下し、０．
０３９ＭＰａの減圧下、４０℃でＴＨＦを留去した。最後に分散液の固形分濃度が２５質
量％になるようにＩＰソルベント２０２８を加えて、シェル粒子（Ａ３）の分散液（Ｗ３
）を得た。
【０１３９】
　レーザー式粒度分布測定装置（商品名：「ＬＡ－９２０」、（株）堀場製作所製）を用
いて測定した分散液（Ｗ３）に含まれるシェル粒子（Ａ３）の体積平均粒径は０．１４μ
ｍであった。
【０１４０】
　なお、このシェル粒子（Ａ３）は、上記の共重合体（ビニル樹脂）をシェル樹脂として
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含むものであり、シェル樹脂中の炭化水素長鎖（メタクリル酸２－ドデシル中の「２－ド
デシル」部分）の比率（質量比）を、仕込み比から計算すると３３．２質量％であった。
【０１４１】
　＜製造例４＞
　以下のようにして、シェル粒子（Ａ４）の分散液（Ｗ４）を製造した。
【０１４２】
　まず、撹拌装置と、加熱冷却装置と、温度計と、滴下ロートと、脱溶剤装置と、窒素導
入管と、を備えた反応容器に、ＴＨＦ１９５質量部を投入した。次に、ガラス製ビーカー
に、メタクリル酸２－ドデシル１２０質量部と、メタクリル酸３０質量部と、メタクリル
酸ヒドロキシエチルとフェニルイソシアネートとの等モル反応物５０質量部と、アゾビス
メトキシジメチルバレロニトリル０．５質量部と、からなる混合液を投入し、２０℃で撹
拌、混合してモノマー溶液を調整し、滴下ロートに投入した。上記反応容器の気相部の窒
素置換を行なった後、密閉下７０℃で１時間かけてモノマー溶液を滴下した。
【０１４３】
　次いで、滴下終了から３時間後、アゾビスメトキシジメチルバレロニトリル０．０５質
量部と、ＴＨＦ５質量部と、を混合したものを添加し、７０℃で３時間反応した後室温ま
で冷却して、シェル粒子（Ａ４）となる共重合体の溶液を得た。
【０１４４】
　このシェル粒子（Ａ４）である共重合体の溶液４００質量部を撹拌しながら、絶縁性液
体（商品名：「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）６００質量部に滴下し、０．
０３９ＭＰａの減圧下、４０℃でＴＨＦを留去した。最後に分散液の固形分濃度が２５質
量％になるようにＩＰソルベント２０２８を加えて、シェル粒子（Ａ４）の分散液（Ｗ４
）を得た。
【０１４５】
　レーザー式粒度分布測定装置（商品名：「ＬＡ－９２０」、（株）堀場製作所製）を用
いて測定した分散液（Ｗ４）に含まれるシェル粒子（Ａ４）の体積平均粒径は０．１１μ
ｍであった。
【０１４６】
　なお、このシェル粒子（Ａ４）は、上記の共重合体（ビニル樹脂）をシェル樹脂として
含むものであり、シェル樹脂中の炭化水素長鎖（メタクリル酸２－ドデシル中の「２－ド
デシル」部分）の比率（質量比）を、仕込み比から計算すると３９．８質量％であった。
【０１４７】
　＜製造例５＞
　以下のようにして、コア樹脂（ｂ１）形成用溶液（Ｙ１）を製造した。
【０１４８】
　まず、撹拌装置、加熱冷却装置および温度計を備えた反応容器に、セバシン酸、アジピ
ン酸、およびエチレングリコール（モル比０．８：０．２：１）から得られたポリエステ
ル樹脂Ｉ（Ｍｎ：６０００）９３７質量部とアセトン３００質量部とを投入し、撹拌して
均一に溶解することによって溶液を得た。
【０１４９】
　次に、この溶液にイソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）９２質量部を投入し、８０
℃で６時間反応させた。ＮＣＯ価が０になったところで、無水テレフタル酸２８質量部を
投入し、１８０℃で１時間反応させて、ウレタン変性ポリエステル樹脂であるコア樹脂（
ｂ１）を得た。
【０１５０】
　得られたコア樹脂（ｂ１）８００質量部とアセトン１２００質量部とをビーカーに入れ
て攪拌し、コア樹脂（ｂ１）をアセトンに均一に溶解させた。これにより、コア樹脂（ｂ
１）形成用溶液（Ｙ１）を得た。コア樹脂（ｂ１）のＭｎは２２０００であり、ウレタン
基濃度は１．３８％であった。なお、コア樹脂（ｂ１）形成用溶液（Ｙ１）中のコア樹脂
（ｂ１）の濃度は４０質量％であった。
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【０１５１】
　＜製造例６＞
　以下のようにして、シアン顔料を着色剤とする着色剤分散液（Ｐ１）を製造した。
【０１５２】
　まず、ビーカーに、シアン顔料である酸性処理銅フタロシアニン（商品名：「FASTOGEN
　Blue　FDB-14」、ＤＩＣ社製」２０質量部、顔料分散剤（商品名：「アジスパーＰＢ－
８２１」、味の素ファインテクノ（株）製）５質量部およびアセトン７５質量部を投入し
、撹拌して均一分散させた後、ビーズミルによって銅フタロシアニンを微分散して、着色
剤分散液（Ｐ１）を得た。着色剤分散液（Ｐ１）の体積平均粒径は０．１７μｍであった
。
【０１５３】
　＜製造例７＞
　以下のようにして、マゼンタ顔料を着色剤とする着色剤分散液（Ｐ２）を製造した。
【０１５４】
　まず、ビーカーに、マゼンタ顔料であるカーミン６Ｂ（商品名：「SYMULER　Brilliant
　Carmine6B」、ＤＩＣ社製）２０質量部、顔料分散剤（商品名：「アジスパーＰＢ－８
２１」、味の素ファインテクノ（株）製）５質量部およびアセトン７５質量部を投入し、
撹拌して均一分散させた後、ビーズミルによってカーミン６Ｂを微分散して、着色剤分散
液（Ｐ２）を得た。着色剤分散液（Ｐ２）の体積平均粒径は０．２２μｍであった。
【０１５５】
　＜製造例８＞
　以下のようにして、イエロー顔料を着色剤とする着色剤分散液（Ｐ３）を製造した。
【０１５６】
　まず、ビーカーに、イエロー顔料であるＰＹ－８１５（商品名：「Paliotol　Yellow　
D1155」、ＢＡＳＦ社製）２０質量部、顔料分散剤（商品名：「アジスパーＰＢ－８２１
」、味の素ファインテクノ（株）製）５質量部およびアセトン７５質量部を投入し、撹拌
して均一分散させた後、ビーズミルによってＰＹ－８１５を微分散して、着色剤分散液（
Ｐ３）を得た。着色剤分散液（Ｐ３）の体積平均粒径は０．２μｍであった。
【０１５７】
　＜製造例９＞
　以下のようにして、ブラック顔料を着色剤とする着色剤分散液（Ｐ４）を製造した。
【０１５８】
　まず、ビーカーに、ブラック顔料であるカーボンブラック（商品名：「Mogul　L」、キ
ャボット社製）１２質量部、酸性処理銅フタロシアニン（商品名：「FASTOGEN　Blue　FD
B-14、ＤＩＣ社製）８質量部、顔料分散剤（商品名：「アジスパーＰＢ－８２１」、味の
素ファインテクノ（株）製）５質量部およびアセトン７５質量部を投入し、撹拌して均一
分散させた後、ビーズミルによってカーボンブラックおよび銅フタロシアニンを微分散し
て、着色剤分散液（Ｐ４）を得た。着色剤分散液（Ｐ４）の体積平均粒径は０．２４μｍ
であった。
【０１５９】
　＜製造例１０＞
　以下のようにして、造粒法により製造したトナー粒子を含んだ液体現像剤（Ｂｋ－１１
）を製造した。このトナー粒子は、コア樹脂とシェル樹脂とからなるコア／シェル型の構
造を有する。
【０１６０】
　まず、ビーカーに、コア樹脂（ｂ１）形成用溶液（Ｙ１）を４０質量部および着色剤分
散液（Ｐ４）を５４質量部投入し、２５℃でミキサー（商品名：「ＴＫオートホモミキサ
ー」、特殊機化工業（株）製）を用いて８０００ｒｐｍで撹拌し、均一に分散させて樹脂
溶液（Ｙ１Ｐ４）を得た。
【０１６１】
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　次に、別のビーカーに、絶縁性液体（商品名：「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産
社製）を６７質量部およびシェル粒子（Ａ１）の分散液（Ｗ１）を９質量部投入して均一
に分散し、分散液を得た。
【０１６２】
　次いで、この分散液を２５℃でＴＫオートホモミキサーを用いて１００００ｒｐｍで撹
拌しながら、樹脂溶液（Ｙ１Ｐ４）全量を投入し２分間撹拌した。続いて、この混合液を
、撹拌装置、加熱冷却装置、温度計および脱溶剤装置を備えた反応容器に投入し、３５℃
に昇温後、同温度で０．０３９ＭＰａの減圧下、アセトン濃度が０．５重量％以下になる
までアセトンを留去し、コア樹脂（着色剤含有）とシェル樹脂とからなるコア／シェル型
の構造を有するトナー粒子を含んだ液体現像剤（Ｂｋ－１１）を得た。
【０１６３】
　この液体現像剤（Ｂｋ－１１）のトナー粒子濃度は３０質量％、トナー粒子中の顔料含
有率は３４．０質量％、トナー粒子中のコア樹脂：シェル樹脂の質量比は９２．９１：７
．０９、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖（シェル粒子Ａ１の構成単位であるメタクリ
ル酸２－デシルテトラデシル中の「２－デシルテトラデシル」部分）の質量比（原料仕込
み量から計算した数値）は２．８１％であった。また、熱分解－ガスクロマトグラフ／質
量分析（Ｐ－ＧＣ／ＭＳ）（商品名：「PY-2020iD」、フロンティアラボ社製）を接続し
たＧＣ／ＭＳ装置（商品名：「GCMS-QP2010」、島津社製）を用いて、この液体現像剤を
直接分析することにより得られたトナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比も２．８１
％であった。
【０１６４】
　＜製造例１１～１８＞
　以下の表１に記載した処方を用いることを除き、他は全て製造例１０と同様にして、樹
脂をコア／シェル型の構造とするトナー粒子を含んだ液体現像剤を製造した。
【０１６５】



(24) JP 6213104 B2 2017.10.18

10

20

30

40

50

【表１】

【０１６６】
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　表１中、たとえば製造例１１の液体現像剤（Ｂｋ－１２）は、製造例１０の処方に代え
て、製造例１０と同じコア樹脂（ｂ１）形成用溶液（Ｙ１）を３６質量部用い、同じく製
造例１０と同じ着色剤分散液（Ｐ４）を５４質量部用い、製造例１０と同じ絶縁性液体（
ＩＰソルベント２０２８）を６２質量部用い、製造例１０と同じシェル粒子（Ａ１）の分
散液（Ｗ１）を１５質量部用いることを除き、他は全て製造例１０と同様にして得られた
ことを示している。
【０１６７】
　また、製造例１１の液体現像剤（Ｂｋ－１２）のトナー粒子濃度は３０質量％（表１中
の「トナー粒子濃度」参照）、トナー粒子中の顔料含有率は３４．１質量％（表１中の「
顔料含有率」参照）、トナー粒子中のコア樹脂：シェル樹脂の質量比は８８．１５：１１
．８５（表１中の「シェル比」参照、なお表１中ではこの比をシェル樹脂の比率「１１．
８５％」として表している）、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖の質量比は４．７０％
（表１中の「炭化水素長鎖」の項はこの数値を示している）であったことを示している。
【０１６８】
　＜製造例１９＞
　以下のようにして、粉砕法により製造したトナー粒子を含む液体現像剤（Ｃ－３）を製
造した。
【０１６９】
　まず、撹拌機、温度計、冷却管、滴下ロートを備えたフラスコに絶縁性液体（商品名：
「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）２９０質量部を仕込み、加熱して撹拌しな
がら、メタクリル酸ドデシル４０質量部、メタクリル酸２０質量部、メタクリル酸メチル
４０質量部、ベンゾイルパーオキサイド１質量部よりなるモノマー溶液を２時間かけて滴
下し、温度を保って５時間重合を行ない、ビニル樹脂である樹脂（ｂ２）を分散した樹脂
分散液（Ｙ２）を作製した。
【０１７０】
　次いで、この樹脂分散液（Ｙ２）に対し、さらに着色剤である銅フタロシアンニン（商
品名：「FASTOGEN　Blue　GNPＴ」、ＤＩＣ社製）２３質量部を加え、サンドミルで２４
時間分散することにより、粉砕法により製造したトナー粒子を含んだ液体現像剤（Ｃ－３
）を得た。
【０１７１】
　この液体現像剤（Ｃ－３）のトナー粒子濃度は３０質量％、トナー粒子中の顔料含有率
は１８．５質量％、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖（メタクリル酸ドデシル中の「ド
デシル」部分）の質量比（原料仕込み量から計算した数値）は２１．５％であった。また
、熱分解－ガスクロマトグラフ／質量分析（Ｐ－ＧＣ／ＭＳ）（商品名：「PY-2020iD」
、フロンティアラボ社製）を接続したＧＣ／ＭＳ装置（商品名：「GCMS-QP2010」、島津
社製）を用いて、この液体現像剤を直接分析することにより得られたトナー粒子中に占め
る炭化水素長鎖の質量比も２１．５％であった。
【０１７２】
　＜製造例２０＞
　以下のようにして、粉砕法により製造したトナー粒子を含む液体現像剤（Ｂｋ－３）を
製造した。
【０１７３】
　まず、撹拌機、温度計、冷却管、滴下ロートを備えたフラスコに絶縁性液体（商品名：
「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）３５０質量部を仕込み、加熱して撹拌しな
がら、メタクリル酸ドデシル４０質量部、メタクリル酸２０質量部、メタクリル酸メチル
２０質量部、ベンゾイルパーオキサイド１質量部よりなるモノマー溶液を２時間かけて滴
下し、温度を保って５時間重合を行ない、ビニル樹脂である樹脂（ｂ３）を分散した樹脂
分散液（Ｙ３）を作製した。
【０１７４】
　次いで、この樹脂分散液（Ｙ３）に対し、さらに着色剤であるカーボンブラック（商品
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名：「FASTOGEN　Blue　GNPT」、ＤＩＣ社製）２０質量部を添加し、サンドミルで２４時
間分散することにより、粉砕法により製造したトナー粒子を含んだ液体現像剤（Ｂｋ－３
）を得た。
【０１７５】
　この液体現像剤（Ｂｋ－３）のトナー粒子濃度は３０質量％、トナー粒子中の顔料含有
率は３３．１質量％、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖（メタクリル酸ドデシル中の「
ドデシル」部分）の質量比（原料仕込み量から計算した数値）は１７．６％であった。ま
た、熱分解－ガスクロマトグラフ／質量分析（Ｐ－ＧＣ／ＭＳ）（商品名：「PY-2020iD
」、フロンティアラボ社製）を接続したＧＣ／ＭＳ装置（商品名：「GCMS-QP2010」、島
津社製）を用いて、この液体現像剤を直接分析することにより得られたトナー粒子中に占
める炭化水素長鎖の質量比も１７．６％であった。
【０１７６】
　＜製造例２１＞
　以下のようにして、粉砕法により製造したトナー粒子を含む液体現像剤（Ｂｋ－４）を
製造した。
【０１７７】
　まず、撹拌機、温度計、冷却管、滴下ロートを備えたフラスコに絶縁性液体（商品名：
「ＩＰソルベント２０２８」、出光興産社製）３５０質量部を仕込み、加熱して撹拌しな
がら、メタクリル酸ドデシル６０質量部、メタクリル酸２０質量部、メタクリル酸メチル
２０質量部、ベンゾイルパーオキサイド１質量部よりなるモノマー溶液を２時間かけて滴
下し、温度を保って５時間重合を行ない、ビニル樹脂である樹脂（ｂ４）を分散した樹脂
分散液（Ｙ４）を作製した。
【０１７８】
　次いで、この樹脂分散液（Ｙ４）に対し、さらに着色剤であるカーボンブラック（商品
名：「Ｍｏｇｕｌ　Ｌ」、キャボット社製）３０質量部および銅フタロシアンニン（商品
名：「FASTOGEN　Blue　GNPT」、ＤＩＣ社製）２０質量部を添加し、サンドミルで２４時
間分散することにより、粉砕法により製造したトナー粒子を含んだ液体現像剤（Ｂｋ－４
）を得た。
【０１７９】
　この液体現像剤（Ｂｋ－４）のトナー粒子濃度は３０質量％、トナー粒子中の顔料含有
率は３３．１質量％、トナー粒子中に占める炭化水素長鎖（メタクリル酸ドデシル中の「
ドデシル」部分）の質量比（原料仕込み量から計算した数値）は２６．４％であった。ま
た、熱分解－ガスクロマトグラフ／質量分析（Ｐ－ＧＣ／ＭＳ）（商品名：「PY-2020iD
」、フロンティアラボ社製）を接続したＧＣ／ＭＳ装置（商品名：「GCMS-QP2010」、島
津社製）を用いて、この液体現像剤を直接分析することにより得られたトナー粒子中に占
める炭化水素長鎖の質量比も２６．４％であった。
【０１８０】
　＜実施例１～８および比較例１～５＞
　表２に示した組合せの液体現像剤セットを準備した。
【０１８１】
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【表２】

【０１８２】
　表２中、第１液体現像剤および第２液体現像剤の「名称」は、それぞれ製造例１０～２
１で製造した液体現像剤の名称を示す。すなわち、実施例１の液体現像剤セットは、第１
液体現像剤として製造例１１の液体現像剤（Ｂｋ－１２）と第２液体現像剤として製造例
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１５の液体現像剤（Ｃ－１１）とを組合わせて用いたことを示す。
【０１８３】
　＜平均粒径の測定＞
　実施例および比較例で用いた第１液体現像剤および第２液体現像剤それぞれのトナー粒
子の平均粒径を粒度分布測定装置（商品名：「ＦＰＩＡ－３０００Ｓ」、Ｓｙｓｍｅｘ社
製）を用いて測定した。フロー溶媒に絶縁性液体と同じＩＰ２０２８を用いた。具体的に
は、各サンプル５０ｍｇを、分散剤（商品名：「Ｓ１３９４０」、日本ルーブリゾール社
製）３０ｍｇを加えた２０ｇのＩＰ２０２８中に投入し、その懸濁液を超音波分散器（商
品名：「ウルトラソニッククリーナ　モデル　ＶＳ－１５０」、ウエルボクリア社製）で
５分間分散処理を行なった後、各サンプルの体積分布の平均粒径（体積分布のメジアン径
（Ｄ50））を測定した。結果を表２の「平均粒径」の項に示す。
【０１８４】
　＜粘度の測定および粘度比の評価＞
　実施例および比較例で用いた第１液体現像剤および第２液体現像剤それぞれの粘度を粘
度計（商品名：「ビスコメイト粘度計VM-10A-L、ＣＢＣ社製）を用いて測定した。具体的
には、２５℃の環境下で撹拌した各液体現像剤を容器に取り分け、１分後の粘度を測定し
た。結果を表２の「粘度」の項に示す（なお、単位はｍＰａ・ｓである）。
【０１８５】
　また、測定された粘度の数値から、粘度比（第１液体現像剤の粘度／第２液体現像剤の
粘度）を求め、以下の評価を行なった。結果を表２の「粘度比」の項に示す。粘度比が「
Ａ」となるものが液体現像剤セットとして最も好適な粘度比であることを示し、以下「Ｂ
」から「Ｄ」の順に悪化することを示す。なお、評価が「Ａ」～「Ｃ」であれば、実際の
使用の供することが可能である。
「Ａ」：０．６７≦粘度比≦１．５
「Ｂ」：０．５≦粘度比＜０．６７または１．５＜粘度比≦２
「Ｃ」：０．４≦粘度比＜０．５または２＜粘度比≦２．５
「Ｄ」：０＜粘度比＜０．４または２．５＜粘度比
　＜画像形成＞
　各実施例および各比較例の液体現像剤セットを、図１の画像形成装置１００に装填し、
画像を形成した。なお、今回の画像形成では感光体から中間転写体に１次転写した後、用
紙（記録媒体）に２次転写する段階で２色の液体現像剤を重ね合わせる画像形成装置を用
いたが、感光体から直接用紙に転写する段階で複数の液体現像剤を重ね合わせる方式や、
感光体上や中間転写体上で複数の液体現像剤を重ね合わせてカラー画像を形成する多色画
像形成装置でも実施例の液体現像剤によれば同様の効果が得られる。
【０１８６】
　現像槽５には、各実施例および各比較例の液体現像剤セットが装填されている（図１中
左側の現像槽５に第１液体現像剤を装填し、右側の現像槽５に第２液体現像剤を装填した
）。各液体現像剤はアニロックスローラ２２でくみ上げられ、ならしローラ２１に送られ
る。アニロックスローラ２２表面の余分な現像剤は、ならしローラ２１に達する前にアニ
ロックス規制ブレード２３でかきとられ、ならしローラ２１では、液体現像剤が均等の層
厚を持つように調整される。液体現像剤は、ならしローラ２１から現像剤担持体２４に転
移する。
【０１８７】
　感光体１は、帯電部１４で帯電され、露光部１５で潜像形成される。潜像形成された像
に対応して、液体現像剤は、現像チャージャー２６でトナー粒子に荷電を与えられた後、
感光体１に現像される。感光体１に転移しなかった液体現像剤は、現像部下流にあるクリ
ーニングブレード２５でかきとられ、回収される。
【０１８８】
　感光体１に現像された液体現像剤は、１次転写部１３で中間転写体１６に静電１次転写
する。中間転写体１６に担持された液体現像剤は、２次転写部１１にて記録媒体１２に静
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で定着することで、プリントアウトされた画像が完成する。
【０１８９】
　転写しきれず感光体１および中間転写体１６に残留する液体現像剤は、クリーニングブ
レード１２１、１９１にてかきとられ、感光体１は再び帯電、露光、現像の工程を繰り返
し、プリント動作を行なう。
【０１９０】
　トナー粒子は現像チャージャー２６でプラス極性に帯電させた。中間転写体１６の電位
は－４００Ｖ、転写ローラ１１１の電位は－１２００Ｖである。搬送速度は４００ｍｍ／
ｓとした。
【０１９１】
　記録媒体１２は王子製紙製ＯＫトップコート８４ｇ／ｍ2を使用した。２次転写部１１
におけるトナー粒子量は１．１ｇ／ｍ2である。その他、図１における第１液体現像剤お
よび第２液体現像剤間での部材仕様や設定条件は同じである。
【０１９２】
　このようにして画像を形成した結果、粘度比（第１液体現像剤の粘度／第２液体現像剤
の粘度）が好適であった各実施例の液体現像剤セットは、所望の画像を形成することがで
きたが、各比較例の液体現像剤セットは、連続駆動で画像を出力している間にブラックの
濃度が低下して、所望の画像を得ることができなかった。
【０１９３】
　したがって、第１液体現像剤中の第１トナー粒子に占める炭化水素長鎖の質量比を、第
２液体現像剤中の第２トナー粒子に占める炭化水素長鎖の質量比よりも大きくすることに
より、第１液体現像剤の粘度と第２液体現像剤の粘度との差異が低減され、画像形成装置
により好適な画像を形成することができることが確認された。
【０１９４】
　以上のように本発明の実施の形態および実施例について説明を行なったが、上述の各実
施の形態および実施例の構成を適宜組み合わせることも当初から予定している。
【０１９５】
　今回開示された実施の形態および実施例はすべての点で例示であって制限的なものでは
ないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲に
よって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれるこ
とが意図される。
【符号の説明】
【０１９６】
　１　感光体、５　現像槽、１１　２次転写部、１２　記録媒体、１３　１次転写部、１
４　帯電部、１５　露光部、１６　中間転写体、２１　ならしローラ、２２　アニロック
スローラ、２３　アニロックス規制ブレード、２４　現像剤担持体、２５，１２１，１９
１　クリーニングブレード、２６　現像チャージャー、１００　画像形成装置、１１１　
転写ローラ。
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